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資料３

コミュニティ・スクールについて

１ コミュニティ･スクールとは何か

学校運営協議会制度（学校と地域住民等が力を合わせて学校の運営に取り組むための

しくみ）を導入した学校

２ コミュニティ･スクールの法的根拠

教育再生実行会議・中央教育審議会等の意見を受け、平成２９年３月に「地方教育行

政の組織及び運営に関する法律」の一部が改正され、「全ての公立学校で、学校運営協

議会の設置が努力義務化」となった。

併せて、複数の学校で１つの協議会を設置することも可能になった。

３ コミュニティ･スクール導入のメリット

(1) 組織的・継続的な体制の構築

(2) 当事者意識・役割分担

(3) 目標・ビジョンを共有した「協働」活動

４ コミュニティ･スクールの導入状況

平成２９年４月１日現在、３，６００校（全国の約１２％）

福島県内では、８市町村３３校園

５ コミュニティ･スクールの成果と課題

(1) 成果

① 地域連携の強化 ② 教職員の意識改革 ③ 学力向上・生徒指導課題解決

(2) 課題

① 負担感 ② 人材・予算の確保 ③ 他制度との関わり

６ 導入・推進のための補助制度

コミュニティ･スクール立ち上げまでの補助制度及び立ち上げ後の運営体制づくりの

ための補助制度がある。（補助率１／３）

例年、年明けに募集があり、５月頃に決定される。

７ 本市の動き（見通し） ※ 平成３２年度以降、順次、市内全校へ拡大

平成２８・２９年度 平成３０年度 平成３１年度

○ 五百川小学校における ○ 五百川小学校における ○ 五百川小学校における

土台づくり 補助制度を活用した立ち コミュニティ･スクール

上げ準備 の先行実施

・ ＰＴＡ、評議員、地 ・ 研究推進の組織体制 ・ 学校運営協議会の組

域団体代表への働きか づくり（推進委員会） 織・開催

け ・ 先進校視察 ・ コーディネーターの

・ 教職員への理解促進 ・ ＣＳマイスター等を 配置

（研修・熟議） 活用した研修会 ・ 学校支援体制の整備

・ 学校運営協議会につ ・ ＣＳ推進フォーラム と支援活動の実施（学

ながる組織の立ち上げ への参加 校支援地域本部事業と

・ 熟議による課題や目 ・ 学校運営協議会委員 の連携）

標の共有 の選定 ・ 地域と学校が協働す

・ 委員候補者への研修 る活動の実施

・ 保護者、地域への啓 ・ ＣＳ推進フォーラム

発 への参加
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